
生命保険を活用した自社株評価額
の戦略的コントロール
事業承継において、自社株の評価額コントロールは避けては通れない戦略的必須事項

です。生命保険を活用した高度な贈与税軽減スキームについて、そのメカニズム、効

果、そして内在するリスクを専門家の視点から分析します。



事業承継における自社株の課題

評価額の問題

非上場企業の株式には客観的な市場価格が存在せず、国税庁の定め

る評価方式に基づいて算出されます。企業の業績が好調であるほど

株価は高く評価され、税負担も高額になります。

資金調達の問題

高額な税負担は後継者に深刻な資金調達問題を引き起こします。納

税資金確保のために会社資産の売却や借入が必要となり、事業の健

全な継続性を脅かすリスクとなります。

円滑な事業承継を実現するためには、自社株の評価額管理と納税資金の確保が重要な戦略的課題となります。多くの中小企業オーナーは、これら

の課題に対して効果的な対策を講じないまま相続を迎え、結果として後継者に大きな負担を残してしまうケースが少なくありません。



生命保険の戦略的活用

納税資金の確保

相続発生後、受取人に迅速に現金が支

払われるため、相続税の納税資金とし

て活用できます。相続税は被相続人の

死亡から10ヶ月以内に納付する必要が
あり、生命保険は確実な資金源となり

ます。

遺産分割対策

特定の相続人を受取人に指定すること

で、遺産分割協議を経ずに、特定の目

的のために資金を渡すことが可能で

す。これにより、事業承継者と非承継

者間の利害調整が容易になります。

戦略的な税務最適化

保険の特性を利用して一時的に会社の

資産評価額を圧縮し、自社株の評価額

を引き下げることで、贈与税や相続税

の負担を軽減します。本資料では、特

にこの側面に焦点を当てて解説しま

す。

生命保険は単なるリスク対策ツールを超え、事業承継における戦略的な資産として活用できます。特に税務面での活用は、適切に設計することで

大きな効果を発揮する可能性があります。



生命保険の基本的便益

納税資金の確保

相続税は被相続人の死亡を知った

日の翌日から10ヶ月以内に現金で
一括納付が必要です。被相続人名

義の預貯金口座は死亡と同時に凍

結されますが、生命保険金は請求

後約1週間で受取人の口座に振り
込まれるため、納税資金確保に有

効です。

死亡保険金の非課税枠

死亡保険金には「500万円×法定相
続人の数」という非課税枠が設け

られています。例えば、法定相続

人が3人の場合、1,500万円までの
死亡保険金は相続税の課税対象外

となります。

遺産分割協議の対象外

生命保険の死亡保険金は受取人固有の財産として扱われ、遺産分割協議の対象

外となります。これにより、後継者に直接資金を渡すことが可能です。

これらの基本的便益を踏まえた上で、生命保険を活用した自社株評価額の引き下げスキームを検討することが重要です。適切な保険設計により、

納税資金の確保と税務最適化の両立が可能になります。



契約形態による税務上の影響

契約形態 契約者（保険料負担者） 被保険者 受取人 課税される税金

相続税 オーナー経営者 オーナー経営者 相続人 相続税

所得税 受取人 オーナー経営者 受取人 所得税（一時所得）

贈与税 第三者 オーナー経営者 受取人 贈与税

高額な死亡保険金を伴う相続対策においては、「500万円×法定相続人の数」という非課税枠が適用される相続税が課税される契約形態が最も有利で
す。契約形態の選択は税務上の影響を大きく左右するため、事業承継の全体戦略を考慮した慎重な検討が必要です。

特に自社株評価額のコントロールを目的とする場合は、法人を契約者とし、オーナー経営者を被保険者、法人自身を受取人とする契約形態が一般

的です。この構造により、会社の純資産価額に影響を与え、結果として自社株の評価額を引き下げる効果が期待できます。



法人契約生命保険による自社株評価額引き下げ戦略

法人による保険契約の締結

会社が契約者となり、オーナー経営者を被保険者、法人自身を受取人とする大規模な生

命保険に加入します。一時払いまたは短期間での払込完了が一般的です。

会計上のインパクト

会社は多額の現金を保険料として支払い、資産構成が「現金」から「保険契約という資

産」へと変化します。この時点では純資産総額に変化はありません。

「評価のギャップ」の創出

税務上、保険契約は支払った保険料ではなく、解約返戻金の額で評価されます。低解約

返戻金型終身保険を活用し、一時的に大きな「評価損」を発生させます。

戦略的な株式贈与の実行

自社株の評価額が低下したタイミングで、オーナー経営者は保有する自社株を後継者に

贈与します。贈与税はこの引き下げられた株価を基に計算されます。

このスキームの核心は、会計上の資産価値と税務上の評価額のギャップを利用することにあります。低解約返戻金型終身保険は、契約初期の解約返戻金が支払保険料を大幅に下回ると

いう特性があり、この「評価損」が自社株評価額の引き下げに寄与します。



定量シミュレーション：ケーススタディ

10億円
対策前の純資産額

保険契約締結前の会社の純資産額

6.8億円
対策後の純資産額

保険契約締結後の税務上の純資産評価額

1億300万円
贈与税軽減効果

本スキーム実行による税負担軽減額

評価項目 対策なし 戦略実行後

法人による保険料支払 なし 4億円

保険契約の資産評価額 なし 8,000万円

1株当たり評価額 100,000円 68,000円

贈与税額の概算 2億6,800万円 1億6,500万円

このシミュレーションでは、4億円の保険料支出に対して、税務上の評価額が8,000万円となり、3億2,000万円の「評価損」が生じています。結果と
して自社株評価額が32%低下し、贈与税負担が約1億円軽減されるという効果が示されています。



致命的リスクの分析

税務当局による否認リスク

「財産評価基本通達 総則6項」に基づき、税務当局が
「租税回避行為」と判断した場合、保険契約の評価額

を支払保険料額とするなど、より厳しい評価方法で再

計算されるリスクがあります。これにより、想定して

いた税務メリットが消失するだけでなく、延滞税や加

算税などのペナルティが課される可能性もあります。

相続紛争と遺留分の問題

株式を贈与される後継者一人に利益が集中すること

で、他の法定相続人が遺留分侵害額請求を起こすリス

クがあります。「特段の事情」がある場合、例外的に

保険金が遺留分算定の基礎に含まれる可能性もありま

す。

法人の財務・経営上のリスク

多額の保険料支払いによる資金繰りの悪化、早期解約による元本割れ、より高い収益を生む可能性のある事業投資機

会の損失などのリスクがあります。

これらのリスクは、単なる可能性ではなく、実際に多くの企業が直面している現実的な問題です。特に税務当局による否認は、近年の税務調査において厳格化の傾向が見られ、慎重な対応が求められています。



リスク軽減策

1

税務否認リスクの軽減

保険加入の正当な経営上の目的を明確

にする

取締役会の議事録に意思決定プロセス

を詳細に記録

オーナー経営者の死亡退職慰労金の財

源確保など、合理的な理由を準備

経営上のリスク対策としての保険活用

を文書化

保険契約から贈与までの間に十分な時

間的間隔を設ける

2

相続紛争リスクの軽減

後継者以外の相続人に他の資産を十分

に分配する計画を立案

他の相続人を受取人とする別の生命保

険に加入

家庭裁判所の手続きを経て、事前に遺

留分の放棄を検討

株式贈与の意図と理由を家族会議で共

有し、合意形成を図る

3

専門家チームの組成

税理士、弁護士、保険専門家からなるチー

ムを組成し、緊密に連携しながら進めるこ

とが成功の絶対条件です。各専門家は、そ

れぞれの視点からリスクを評価し、総合的

な対策を講じる必要があります。

リスク軽減策の実行には、形式的な対応ではなく、実質を伴う真摯な取り組みが求められます。特に税務否認リスクについては、事前に税務当局

の見解を確認する事前照会制度の活用も検討すべきでしょう。



最終勧告：ハイリスク・ハイリターン戦略

リスクとリターンの均衡

成功すれば数億円単位での贈与税軽減という効果がある一方、税法のグレーゾーンに位置する攻撃的

な戦略であり、重大なリスクを伴います。オーナー経営者自身のリスク許容度を慎重に評価する必要

があります。

専門家チームの重要性

複数の専門分野にまたがる高度な知見が不可欠であり、税理士、弁護士、保険専門家からなるチーム

の緊密な連携が必要です。単一の専門家だけでは、全体像を把握できない可能性があります。

長期的視点の重要性

事業の長期的な健全性と家族の調和までをも見据えた、包括的なアプローチが必要です。短期的な税

負担軽減だけでなく、次世代にわたる事業の発展と家族の幸福を考慮した判断が求められます。

周到な計画と文書化

戦略の成功は、巧妙なスキーム設計だけでなく、周到な計画と鉄壁の文書化にかかっています。すべ

ての意思決定と実行プロセスを明確に記録することが不可欠です。

生命保険を活用した自社株評価額のコントロールは、事業承継における有効な戦略のひとつです。しかし、その実行には慎重な検討と専門的なアドバイスが不可欠です。最終的な判断

は、オーナー経営者自身のリスク許容度と事業への想いに基づいて行う必要があります。


